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―2024年度社労士実態調査概要―

調査の目的 持続可能な社労士制度・業務の在り方を考察するため、開業・勤務実態や業務内容などを調査項目とした実態調査を実施し、

社労士業務の現在の実態を明らかにする。

調査期間 2024年4月24日～6月9日

調査対象者 すべての社労士（45,401人）

調査の方法 郵送配付、Web回答（郵送にてWeb回答画面のURL、ログインIDとパスワードを配付する方法）

回収状況 有効回収数：25,408人 有効回収率：56.0％

• 年齢構成については、50代が最も高く、40代、60代が

おおよそ同じ割合で、40歳以上69歳までの回答が全体

の8割を占め、平均年齢は55.5歳であった。

• 性別の回答割合については、男女比で2対1となっている。

• 会員種別については、開業社労士 (「開業」+「法人の

社員」)と「勤務等社労士」との比率は3対2となっている。

回答者の状況（基本情報）

男性

64.2%

女性

35.1%

その他

（「どちらでもない」、「わからない」などを含む）

0.7%

【性別】
n=25,408

２０～２９歳

0.4% ３０～３９歳

6.6%

４０～４９歳

25.1%

５０～５９歳

32.4%

６０～６９歳

23.1%

７０歳以上

12.4%

【年齢】
n=25,408

開業（個人事

務所を開業）

51.4％

法人の社員

8.6％

勤務等

40.0％

【種別】
n=25,408
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➢ 平均年齢は55.5歳 女性社労士の割合は全体の35.1%

引用：「2024年度 社労士実態調査」調査結果（詳細版）」（以下「詳細版」という。）Ｐ6、 15

平均値 55.5（歳）



➢ 開業社労士は中小企業・小規模事業者中心に支援

• 顧問先の従業員規模別受託割合を確認すると、従業員規模29人以下が63.9%、

従業員規模30以上99人以下が20.9％と多くを占めており、社労士は中小企業・

小規模事業者の伴走者として携わっていることがわかる。

• 一方で、 従業員規模が300人以上を超える企業を受託している開業社労士も

一定数存在することが確認できる。

Topics１ 大企業から小規模事業者まで幅広く社労士が関与していることが明らかに

➢ 勤務社労士は大企業を中心に活躍

• 勤務社労士の勤務先規模については、100人以上の企業規模に約53%

が勤務しており、特に1,000人以上の企業規模には勤務社労士全体の約

25%が勤務していることが分かった。資本金の額又は出資の総額や業種に

よるところもあるが、いわゆる大企業を中心に活躍していることがわかる。

• 勤務務先での役職については、「役職なし」が約4割超の一方で、「課長クラ

ス」と「係長・主任ク ラス」が10%台後半と同程度に高く、「部長クラス」は

12.8%、「役員クラス」は7.2%であるなど、管理職・経営層にも有資格者

が多いことがわかる。

２９人以下

63.9%

３０人以上９９

人以下

20.9%

１００人以上２９９人以下

4.4%

３００人以上

2.6%

不明

8.2%

【従業員規模別顧問契約社数】

※各規模の顧問契約社数の総数を、
顧問契約社数の総数（462,634
社）で除算することにより、割合を算
出した。

９人以下

18.7%

１０～２９人

13.6%

３０～４９人

6.3%

５０～９９人

7.6%

１００～２９９人

13.7%

３００～９９９人

15.0%

１０００～４９９９人

13.1%

５０００人以上

11.7%

無回答

0.2%

【勤務先の規模】
（n=8,516）

代表経営者

1.4%

役員

クラス

7.2%
部長クラス

12.8%

課長クラス

19.3%

係長・主任クラス

16.2%

役職なし

42.9%

無回答

0.1%

【勤務先での役職】
（n=8,516）
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引用：詳細版Ｐ54

引用：詳細版Ｐ102，103



〔図22_1〕　年間売上（収入）金額
（％）

（n=14,469）

平均値  1657.9（万円）
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Topics２ 開業社労士事務所の売上は平均値 約1,658万円

• 開業社労士の事務所当たりの年間売上は平均して約1,658万円、中央値は550万円ということがわかった。なお、1,000万円未満が全体の６割程

度いるが、1,000万円以上が３割強であり、中には１億円以上売り上げる開業社労士が２％程度存在する。

➢ 活動地域と売上の関係性は開業年数で異なる結果に

• 所属会（都道府県社会保険労務士会を指す）の規模別に見ると、開業年数１０～１９年、２０～２９年においては超大規模所属会（東京

都）の社労士事務所の売上が突出しているが、３０年以上になると小規模所属会（※）の社労士事務所の売上が最も高くなっている。

※所属会規模の定義

超大規模所属会：東京都（１都、開業・法人の社員会員数5,000以上）

大規模所属会：埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、兵庫県、福岡県（１府６県、開業・法人の社員会員数1,000～4,999）

中堅規模所属会：北海道、静岡県、京都府、広島県（１道１府２県、開業・法人の社員会員数500～999）

中規模所属会：宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、長野県、岐阜県、三重県、滋賀県、岡山県、愛媛県、熊本県、鹿児島県
（14県、開業・法人の社員会員数250～499）

小規模所属会：青森県、岩手県、秋田県、山形県、富山県、石川県、福井県、山梨県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、山口県、徳島県、
香川県、高知県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、沖縄県（21県、開業・法人の社員会員数250人未満）

〔図22-10〕　年間売上（収入）金額の中央値（所属会規模別・開業年数別）
　　　　　 　　開業５年未満、売上・個人事業の所得・役員報酬300万円未満の回答者は除く

（万円）

５
～

９
年

１
０
～

１
９
年

２
０
～

２
９
年

３
０
年
以
上

1208.5

1700.0

2000.0 2050.0

1000.0

1220.0

1500.0

2000.0

1244.0
1331.0 1338.0

1443.0

1000.0

1300.0

1560.0

1800.0

1000.0

1400.0
1500.0

2350.0

0

500

1000

1500

2000

2500 超大規模所属会 大規模所属会 中堅規模所属会 中規模所属会 小規模所属会

4

開業社労士

引用：詳細版Ｐ38、44



• 開業社労士自身を含む事務所の体制について、「1人」の割合が56.4%と半数を超

え、「2人」の割合 が11.1%、「3人」の割合が6.3%、「4～6人」の割合が8.8%と続

き、「7人以上」の割合が少ない。

• 事務所の体制としての平均は2.7人となっている。

• 21人以上の事務所は0.9%であるが、全開業事務所数27,500で換算すると、推定

248事務所すると推察される。

Topics３ 社労士１人での事務所経営が５割強 平均従業員総数：2.7人

〔図25_1〕　顧問契約社数
（％）

（n=14,469）

 462,634（社）
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Topics４ １事務所あたりの契約顧問社数は平均：33.2社

• 顧問契約社数については数が多いほど、割合は低く

なるものの、100社以上を顧問契約している開業社

労士も一定数いることがうかがえる。1社労士事務

所(あるいは社労士法人)として、平均約33社と継

続した契約形態である顧問契約を締結していること

になる。

• また契約形態別売上内訳をみても、顧問契約が

71.9％、スポット契約28.1％が平均値となっており、

顧問契約締結が主流であることがわかる。

顧問契約 

71.9%

スポット 

28.1%

5

１人

56.4%

２人

11.1%

３人

6.3%

４～６人

8.8%

７～９人

3.1%

１０～１５人

2.2%

１６～２０人

0.5%

２１人以上

0.9%

無回答

10.8%
平均値 2.7（人）

【事務所の規模（従業員総数）】
（n=14,469）

【顧問契約者数】 【顧問契約受注とスポット受注の売上割合】
（n=14,469）

開業社労士

引用：詳細版Ｐ24

引用：
（左図）詳細版Ｐ53、
（上図）詳細版Ｐ57「顧問契約受注とスポッ
ト受注の売上割合」の平均値にて作成



Topics５ 30歳前後開業の事業拡大モデル 10年推移の成長イメージは600万円、2,800万円、2,700万円
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• 右図は、年代・開業年数ごとに、事務所売上が全体の上位25％の立ち位置にいる社

労士を「事業拡大モデル」と位置づけ、同モデルの従業員総数、売上及び顧問契約社

数についてグループ化した表である。

• どの年代で開業しても、開業年数を重ねるにつれて、数値が大きくなっていく項目が多い

が、基本的には開業する年代が若いほど、開業年数を重ねるにつれて売上や顧問契約

社数などが伸びやすい傾向にあるように見受けられる。

イメージ図（事業拡大モデルの開業年代別の売上額推移）

（万円）
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✓ 開業時の年齢が若いほど、その後の売上・顧問契約数が伸びている

開業社労士

引用：詳細版Ｐ46の表から抜粋



• 社労士事務所の受託業務範囲の内訳をみると、「手続業務」につ

いては「０％」の割合が12.9％と他の業務に比べて最も少なく、「４

０％以上」の割合が５割近い。そのため手続業務を受託している

事務所が多く、また業務割合も高いことが見受けられる。

Topics６ 「手続業務」の受託割合の平均値は41.5％と最も高い
〔図27_1〕　受託業務範囲の内訳 （n=14,469）

平均値 中央値

％ ％

手続業務（手続に関連する相談も含む） 41.5 40.0
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及び実施のための運用・アドバイス）

7.3 0.0

給与計算業務 14.2 9.0

執筆・講演業務 2.1 0.0
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その他 5.4 0.0
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〔図32_1〕　過去と比べた需要変化 （n=15,251）

増えた（計） 減った（計）

％ ％

労働及び社会保険に関する相談業務 71.5 19.2

各種規程作成、改定、整備
に関する業務

66.2 23.9

手続業務（手続に関連する相談も含む） 59.1 32.0

コンサル業務（企画・立案・制度設計
及び実施のための運用・アドバイス）

57.7 29.8

給与計算業務 50.1 36.2

助成金業務 42.1 43.6

執筆・講演業務 26.4 54.1

その他 31.6 38.1
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• ５年前と比べた顧客からの需要の変化については、「増えた(計)」

が最も多いのは「労働及び社会保険に関する相談業務」であり、

法改正や働き手のニーズの多様化により、労務管理が複雑化して

おり、社労士への相談が多くなっていると考えられる。

• また前述の受託業務範囲割合において、高い割合を示した「手続

業務」についても、需要が増えたと答えた社労士が「59.1％」いるこ

とから、依然としてに企業のニーズが高いと推察される。

Topics７ 需要が増えたと感じる業務は「相談業務」71.5％、「規程作成等」66.2％

✓ 売上の形態は顧問契約が主体であり、売上の内訳は

手続き業務が主であり、人事・労務管理にかかる制度

設計や相談業務等幅広く展開している

開業社労士

引用：詳細版Ｐ62

引用：詳細版Ｐ87



Topics８ 開業社労士の職業生活 大きな責任と覚悟が必要 自由な働き方も可能に

〔図30_1〕　社労士としての職業生活において感じる不安やストレス （n=15,251）
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当てはまる やや当てはまる やや当てはまらない 当てはまらない 無回答
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〔図29_1〕　社労士としての職業生活の状況 （n=15,251）

当てはまる
　　　　　　（計）

当てはまらない
　　　　　　（計）

％ ％

専門性の高い仕事ができる 87.6 9.5

社会的責任のある仕事ができる 81.1 15.7

労働者等や企業に
貢献できていると実感できる

81.1 15.8

他から干渉されずに
自由で独立した仕事ができる

78.4 18.4

自分の労働時間を管理できる 77.1 19.7

社会全般にわたって、幅広く活躍できる 67.3 29.3

男性も女性も平等に仕事ができる 66.6 29.9

社会的弱者や少数者のために
仕事ができる

57.6 39.0

社会的な地位が高い 50.8 45.8

経済的に有利になる 49.1 47.4

47.3

31.5

35.6

41.5

43.5

24.9

32.1

17.4

8.3
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40.3
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40.2

42.5

38.1

5.0

7.8

8.8

10.1

10.1

18.1

13.6

22.8

22.6

24.9

4.6

7.9

7.0

8.4

9.6

11.3

16.3

16.2

23.1

22.6

2.9

3.2

3.2

3.2

3.2

3.4

3.5

3.4

3.4

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当てはまる やや当てはまる やや当てはまらない 当てはまらない 無回答

➢ 多くの開業社労士が専門家としての責任と社会貢献性を感じながら活動

• 社労士としての職業生活の状況について、「専門性の高い仕事ができる」について「当てはまる（やや当てはまるも含む。以下同じ）」と回答した開業社労士

は87.6％と最も高く、以下、「社会的責任のある仕事ができる」が81.1％、「労働者等や企業に貢献できていると実感できる」が81.1％と続いている。

• 一方でこれらの項目は、職業生活において感じる不安やストレスにおいても当てはまるとの回答が多く、開業社労士は専門家としての大きな責任感を持ちなが

ら活動していることがわかる。

➢ 自由な働き方が可能となる一方、経営者としての覚悟も必要に

• 「他から干渉されずに自由で独立した仕事ができる」が78.4％、「自分の労働時間を管理できる」が77.1％の開業社労士が当てはまると回答しており、働き

方を自分で選択できる職業だといえる。

• 一方で、「顧客獲得の難しさ」「経営面での責任の重さ」「顧客との関係構築」の不安やストレスについて「当てはまる」との回答も多く、経営面での覚悟も必要

となる。

開業社労士

引用：詳細版Ｐ75、81



Topics９ 勤務社労士としての様々な業種、職場で専門性を発揮している
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• 勤務社労士の勤務先の業種については、「社労士事務所または社労士法人」

の割合が25.7％と最も高く、以下、「製造業」の割合が10.7％、「金融・保険

業・不動産業」の割合が9.6％、「サービス業（上記以外）」の割合が9.4％と

続いており、多くの業種で活動していることがわかる。

• 社労士関連業務への従事有無については、「従事している」の割合が65.7％、

「従事していない」の割合が34.1％となっており、比としてはおよそ2：1である。

• 従事している年数については、「５～９年」の割合が24.1％と最も高い。

勤務社労士

〔図35_1〕　勤務先業種

社労士事務所または社労士法人

製造業

金融・保険業・不動産業

サービス業（上記以外）

公務

医療・介護・福祉

卸・小売業

情報通信・ＩＴ

土木・建設業

士業（社労士を除く）事務所

運輸業・郵便業

健康保険組合、年金事務所

教育・学習支援業
（n=8,516）

人材派遣業

政治・経済・文化団体

その他

無回答
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1.3
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（％）

〔図38_1〕　社労士関連業務への従事の有無

（n=8,516）

従事している

65.7%

従事していない

34.1%

無回答

0.2%

〔図38_2〕　社労士関連業務に従事している経験年数

（n=5,595）

平均値  11.3（年数）

３年未満

13.7%

３～４年

11.1%

５～９年

24.1%
１０～１４年

19.2%

１５～１９年

13.2%

２０～２４年

10.3%

２５年以上

8.4%

引用：詳細版Ｐ99、104



Topics10 勤務社労士登録 若年層では「賃金面」、役職層では「キャリア形成」に影響あり

総数 賃金面
（昇給・
手当支給
など）で
メリット
があった

職場での
キャリア
形成にメ
リットが
あった

就職・転
職でのメ
リットが
あった

その他 メリット
は特にな
い

n ％ ％ ％ ％ ％

総 数 10,157 22.0 27.3 27.4 10.5 32.7 

年
齢

２ ０ ～ ２ ９ 歳 72 41.7 29.2 33.3 2.8 23.6 

３ ０ ～ ３ ９ 歳 944 34.2 26.6 31.6 7.4 24.9 

４ ０ ～ ４ ９ 歳 2,925 26.4 28.2 30.0 9.0 30.6 

５ ０ ～ ５ ９ 歳 3,582 20.5 27.9 25.8 10.4 34.0 

６ ０ ～ ６ ９ 歳 2,063 15.0 27.2 25.1 13.0 35.3 

７ ０ 歳 以 上 571 11.6 19.3 24.7 17.0 39.8 

勤
務
先
で
の
役
職

代 表 経 営 者 119 6.7 24.4 7.6 26.1 45.4 

役 員 ク ラ ス 612 24.3 38.9 15.0 13.1 29.4 

部 長 ク ラ ス 1,090 25.6 38.6 19.7 10.6 30.0 

課 長 ク ラ ス 1,647 24.5 39.0 23.0 10.4 29.9 

係長・主任クラ
ス 1,380

26.2 31.4 25.9 8.0 30.4 

役 職 な し 3,657 23.6 20.3 36.3 7.4 31.3 

▌ 比率表の色付け

■ 総数の値より10％ポイント以上高い ■ 総数の値より5％ポイント以上高い ■ 総数の値より2.5％ポイント以上高い

■ 総数の値より10％ポイント以上低い ■ 総数の値より5％ポイント以上低い ■ 総数の値より2.5％ポイント以上低い
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➢ 「賃金面でメリットがあった」20代～30代の勤務社労士の割合

が高い

• 勤務社労士を対象に、社労士登録のメリットについてきいたところ、年齢別に

見ると、「賃金面（昇給・手当支給など）でメリットがあった」、「就職・転職で

のメリットがあった」の割合は、年齢が下がるにつれて、高くなる傾向にあること

がわかった。

➢ 「キャリア形成にメリットがあった」：管理職の割合が高い

• 勤務先での役職別に見ると、「職場でのキャリア形成にメリットがあった」の割

合は役員クラス、部長クラス、課長クラスで、「就職・転職でのメリットがあった」

の割合は役職なしで、高くなっている。

勤務社労士

引用：詳細版Ｐ111から抜粋
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